
議案乙第１３号

　（総則）

第１条  令和６年度鳥栖市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

  (1)　給    水    戸    数 33,300 戸

  (2)　年  間  総  給  水  量 7,680,000 m3

  (3)　１ 日 平 均 給 水 量 21,041 m
3

　（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款      水 道 事 業 収 益 1,637,562 千円

　第１項 1,550,654 千円

　第２項 86,907 千円

　第３項 1 千円

令和６年度  鳥栖市水道事業会計予算

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

収           入

(1)



(2)

第１款      水 道 事 業 費 用 1,468,646 千円

　第１項 1,391,249 千円

　第２項 75,196 千円

　第３項 201 千円

　第４項 2,000 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額879,835千円は

　損益勘定留保資金等879,835千円で補填するものとする。）。

第１款      資 本 的 収 入 554,379 千円

　第１項 450,000 千円

　第２項 92,973 千円

　第３項 11,300 千円

　第４項 1 千円

　第５項 105 千円

特 別 損 失

営 業 費 用

支           出

営 業 外 費 用

そ の 他 資 本 的 収 入

工 事 負 担 金

企 業 債

予 備 費

他 会 計 負 担 金

固 定 資 産 売 却 代 金

収           入



第１款      資 本 的 支 出 1,434,214 千円

　第１項 890,571 千円

　第２項 238,643 千円

　第３項 300,000 千円

　第４項 5,000 千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。　　　 　　　　　　
（単位：千円）

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
（単位：千円）

起債の目的 限度額

支           出

投 資 そ の 他 の 資 産

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

事項 期間 限度額

償還の方法

安楽寺水源地電気設備更新事業 令和7年度 405,000

水道事業 450,000 普通貸借又は証券発行

5.0%以内（利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には
その債権者と協定するものによ
る。ただし、企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還若しくは低利に
借り換えることができる。＠＠＠
＠＠＠＠＠＠＠＠

起債の方法 利率

(3)



(4)

　 (一時借入金)

第７条  一時借入金の限度額は、600,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1)　営業費用及び営業外費用間の流用

　 (議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(1)　職 員 給 与 費 201,677 千円

  （たな卸資産購入限度額）

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、19,000千円と定める。

令和６年３月１日  提出

鳥栖市長 　　向　門　慶　人



予  算  に  関  す  る  説  明  書



(6)

款 予定額（千円） 備                    考

１水道事業収益 1,637,562

１ 営 業 収 益 1,550,654

１ 給 水 収 益 1,468,000 水道料金

２ 加 入 金 36,282 給水装置の新設又は改造等の工事申込による加入負担金

３ 受 託 工 事 収 益 14,709 給水装置の新設又は修繕等の工事受託による収益

４ その他の営業収益 31,663
設計審査、工事検査手数料及び消火栓維持管理による負担区分
に基づく一般会計負担金等

２ 営 業 外 収 益 86,907

１
受 取 利 息 及 び
配 当 金

3,054 預金利息等

２
消費税還付金及び
地方消費税還付金

1

３ 長期前受金戻入 83,531 地方公営企業法施行規則第２１条第２項の規定による償却額

４ 雑 収 益 321

３ 特 別 利 益 1

１ 固定資産売却益 1

令和６年度  鳥栖市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　入

項 目



款 予定額（千円） 備                    考

１水道事業費用 1,468,646

１ 営 業 費 用 1,391,249

１ 原水及び浄水費 424,917
原水の取り入れ及び原水のろ過滅菌に係る設備の維持及び作業
に要する費用

２ 配水及び給水費 145,101
配水池、配水管その他浄水の配水に係る設備並びに給水装置に
附属する設備の維持及び作業に要する費用

３ 受 託 工 事 費 15,667 給水装置の新設又は修繕等の受託工事に要する費用

４ 業 務 費 133,252 検針、調定、料金及び量水器の管理に要する費用

５ 総 係 費 47,413 事業活動の全般に関連する費用

６ 減 価 償 却 費 607,742 地方公営企業法施行規則第１３条の規定による償却額

７ 資 産 減 耗 費 17,156

８ その他営業費用 1

２ 営 業 外 費 用 75,196

１
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

55,195

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

20,000

３ 雑 支 出 1

３ 特 別 損 失  201

１ 過年度損益修正損 200

２ その他特別損失 1

４ 予 備 費  2,000

１ 予 備 費 2,000

支　　　　　出

項 目

(7)



(8)

款 予定額（千円） 備                    考

１ 資 本 的 収 入 554,379

１ 企 業 債 450,000

１
建設改良費等の財源に
充てるための企業債 450,000

２ 工 事 負 担 金 92,973

１ 工 事 負 担 金 92,973

３ 他会計負担金 11,300

１ 他 会 計 負 担 金 11,300 一般会計負担金

４ 固 定 資 産 1

売 却 代 金
１ 固定資産売却代金 1

５ そ の 他 105

資 本 的 収 入
１ その他資本的収入 105

収　　　　　入

項 目

資本的収入及び支出



款 予定額（千円） 備                    考

１ 資 本 的 支 出 1,434,214

１ 建 設 改 良 費 890,571

１ 原 水 設 備 費 45,121

２ 浄 水 設 備 費 24,327

３ 送 配 水 設 備 費 817,053

４ 営 業 設 備 費 2,247

５ リース資産購入費 1,823

２ 企業債償還金 238,643

１ 企 業 債 償 還 金 238,643

３ 投資その他の 300,000

資 産
１ 投 資 有 価 証 券 300,000

４ 予 備 費 5,000

１ 予 備 費 5,000

支　　　　　出

項 目

(9)



(10)

（単位：円）

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 104,090,000

減価償却費 607,742,000

資産減耗費 17,157,000

退職給付引当金の増加額 8,382,000

賞与引当金の増加額 806,000

長期前受金戻入額 △ 83,531,000

受取利息及び配当金 △ 3,054,000

支払利息 55,195,000

有形固定資産売却益 △ 1,000

未収金の減少額 91,634,946

未払金の増加額 2,729,128

たな卸資産の増加額 △ 2,580,000

小計 798,570,074

利息及び配当金の受取額 3,054,000

利息の支払額 △ 55,195,000

746,429,074

令和６年度　鳥栖市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー



　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 811,460,000

有形固定資産の売却による収入 2,000

投資有価証券の取得による支出 △ 300,000,000

負担金による収入 100,398,000

△ 1,011,060,000

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 450,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 238,642,988

リース債務の返済による支出 △ 1,656,984

209,700,028

　　資金減少額 △ 54,930,898

　　資金期首残高 1,683,803,518

　　資金期末残高 1,628,872,620

　　 　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　 財務活動によるキャッシュ・フロー

(11)



(12)

１．総括

 ⑴　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

特別職
（人）

一般職
（人）

報 酬 手 当

（単位：千円）

区　分 扶養手当 管理職手当 期末勤勉手当 特殊勤務手当 退職給付費

本年度 3,420 1,320 39,056 420 1,223 8,382

前年度 3,558 1,282 38,606 360 2,122 8,410

比　較 △ 138 38 450 60 △ 899 △ 28

△ 1,161

31,62366,41893,405

67,579

973

△ 311

前　年　度

本　年　度

住居手当

30,669 191,964

手当の内訳

比　　　較

給　与　費　明　細　書

区　　　分
給　　　　与　　　　費

法　定
福利費給 料 計

合　計
職　員　数

954 △ 518

△ 156

1,129

191,446

△ 1,472

161,295

159,823

時間外勤務手当

1

24

25

通勤手当

93,716

11,624

12,112

△ 488



 ⑵　会計年度任用職員 （単位：千円）

報 酬 給 料 計

（単位：千円）

区　分 期末勤勉手当

本年度 2,290

前年度 382

比　較 1,908

7,571

8,397

2,288

6,109

372

10,231

1,462

2,660

職　員　数
（人）

前　年　度 1,906

給　　　　与　　　　費

3

区　　　分
手 当

合　計
法　定
福利費

比　　　較 4,201

手当の内訳

本　年　度

2

1 382

1,908

6,107 1,8342,290

(13)



(14)

２．給料及び手当の増減額の明細

　給与改定の状況

　　　　給料の改定率 1.43%

　　　　給与改正実施時期 令和5年4月1日

　平均昇給率 1.50%

　昇給対象職員数 24人

　実施時期

　職員数の異動状況

　現に在職する職員数  その他 　　 　 計

　本年度 　　　24人 　1人        25人

　前年度 　　　23人 　1人        24人

1,270 千円

384 千円

備　　　　考
説　　明
（千円）

その他の増減分

△ 1,161手　　　当

その他の増減分 △ 1,885

制度改正に伴う増減分

区　　　分
増減額

（千円）

給　　　料

給与改定に伴う増減分

△ 311

1,262

△ 2,815

期 末 勤 勉 手 当

退 職 給 付 費

△ 5,335

異動に伴う増減分

その他の調整額

昇給に伴う増加分

令和7年1月1日

312

3,450

1,654

増減事由別内訳
（千円）



３．給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たりの給与

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢

　⑵　初任給

(円）

高  　 校　   卒

大   　学　   卒

企 業 職 （円）

196,900196,900

区　   　   　分

166,700166,700

一 般 会 計 の 制 度

行 政 職

区　　　　　　　　　　分

令和5年1月1日現在

328,752

399,876

44歳 0月

令和6年1月1日現在

296,721

358,613

41歳 5月

企 業 職 給 料 表

(15)



(16)

　⑶　級別職員数

※（　）内は、再任用職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

区分 7級 6級 5級 4級 3級 1級
次長 係長
課長 主査

0

2

100.0

25.0

8.3

12.5

29.2

16.7

8.3

0.0

　企   　業   　職　

主事主事

2級

8.7
(   )
0.0

(   )

17.4
(100)
39.1
(   )
13.0
(   )

構成比（％）

100.0
(100)
17.4
(   )
4.4

(   )

3

7

4

24

6

2

(   )
2

(   )
0

(   )

(   )
4

(  1)
9

(   )
3

4級

5級

6級

7級

級

23
(  1)

4
(   )

1

主任

計

1級

職員数（人）

課長補佐

2級

7級

計

1級

2級

企業職 局長

区　　　　　　　分

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在
3級

4級

5級

6級

3級



　⑷　特殊勤務手当

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員の比率（令和6年1月1日現在） （％）

　⑸　期末手当・勤勉手当

支　給　率　計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

一般会計の制度 有2.250 2.250 4.50

本　年　度 有

前　年　度 有4.402.200 2.200

2.250 2.250 4.50

代表的な特殊勤務手当の名称 原水取扱従事者手当

25.0

区 分

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置

区　　　分

0.45

企 業 職

支　給　期　別　支　給　率

(17)



(18)

　⑹　定年退職及び勧奨退職に係る職員手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算

（月分） （月分） （月分） 措 置 等

定 年 前 早 期

24.586875 47.709 47.709 退職特例措置

2 ～ 20 ％ 加 算

　⑺　その他の手当

支　 給 　率 　等

区　　　　　分

同　上

扶 養 手 当

区 分

（月分）

25 年 勤 続 の 者

33.27075

同　上同　上
（ 支  給  率  等 ）

一般会計の制度
同　上同　上

同　　　　　一

同　　　　　一

同　　　　　一

一　般　会　計　の　制　度　と　の　異　同

通 勤 手 当

住 居 手 当

管 理 職 手 当

同　　　　　一



企業債
損益勘定
留保資金

405,000
同意さ
れた額

残額

（単位：千円）

事　　　項 限　度　額

期間 金額

当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

金額

前年度末までの支払義務発生（見込）額

期間

債務負担行為に関する調書

安楽寺水源地電気
設 備 更 新 事 業

‐ ‐
令和6年度から
令和7年度まで

限度額に同じ

(19)



(20)

円 円 円 円

１ 　

(1)

イ 303,731,228

ロ 1,089,881,301

△ 488,070,419 601,810,882

ハ 18,607,456,549

△ 7,901,402,114 10,706,054,435

ニ 4,444,372,952

△ 2,139,379,754 2,304,993,198

ホ 65,625,710

△ 48,263,841 17,361,869

ヘ 113,602,060

△ 104,850,713 8,751,347

ト 9,309,485

△ 3,658,664 5,650,821

チ 274,060,729

14,222,414,509

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具、 器具 及び 備品

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

(令和７年３月３１日)

資  産  の  部

令和６年度  鳥栖市水道事業予定貸借対照表



(2)

イ 96,573,433

96,573,433

(3)

イ 500,000,000

ロ 2,000,000

502,000,000

14,820,987,942

２

(1) 1,628,872,620

(2) 38,281,956

△ 759,000 37,522,956

(3) 12,864,615

(4) 78,500,000

1,757,760,191

16,578,748,133

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 金

資 産 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

前 払 金

未 収 金 貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

(21)



(22)

円 円 円 円

３

(1)

イ 5,160,852,861

5,160,852,861

(2) 3,700,187

(3)

イ 180,664,397

ロ 10,000,000

190,664,397

5,355,217,445

４

(1)

イ 237,030,196

237,030,196

(2) 1,716,990

(3) 64,194,764

(4)

イ 15,753,000

15,753,000

(5) 122,107,000

440,801,950

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債

長 期 リ ー ス 債 務

修 繕 引 当 金

負  債  の  部

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計



５

(1)

イ 219,117,349

△ 105,525,026 113,592,323

ロ 3,194,784,215

△ 1,986,353,500 1,208,430,715

ハ 250,222,027

△ 104,057,644 146,164,383

ニ 65,064,968

△ 33,762,304 31,302,664

1,499,490,085

1,499,490,085

7,295,509,480

長期前受金収益化累計額

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 負 担 金

繰 延 収 益 合 計

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金 合 計

そ の 他 長 期 前 受 金

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

負 債 合 計

繰 延 収 益

長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額

(23)



(24)

円 円 円 円

６ 8,371,784,453

７

(1)

イ 33,836,245

ロ 166,755,198

ハ 36,395,911

236,987,354

(2)

イ 254,456,846

ロ 200,000,000

ハ 220,010,000

674,466,846

911,454,200

9,283,238,653

16,578,748,133

他 会 計 負 担 金

建 設 改 良 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

減 債 積 立 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資  本  の  部



注記

Ⅰ 重要な会計方針

 １ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 10～45年

構築物 16～58年

機械及び装置  5～58年

車両運搬具  5年

工具、器具及び備品  5～8年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ダム使用権 55年

(3) リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

 ２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して

　いる。

(3) 未収金貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引

　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ2,273,351円である。

(25)



(26)

円 円 円

１

(1) 1,334,546,000

(2) 34,226,000

(3) 6,573,000

(4) 20,628,000 1,395,973,000

２

(1) 392,939,000

(2) 130,577,000

(3) 9,623,000

(4) 124,525,000

(5) 62,970,000

(6) 584,063,000

(7) 23,148,000

(8) 1,000 1,327,846,000

68,127,000

総 係 費

原 水 及 び 浄 水 費

営 業 費 用

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

配 水 及 び 給 水 費

加 入 金

受 託 工 事 収 益

受 託 工 事 費

営 業 収 益

給 水 収 益

業 務 費

減 価 償 却 費

そ の 他 の 営 業 収 益

令和５年度  鳥栖市水道事業予定損益計算書  （前年度分）

(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)



３

(1) 3,086,000

(2) 85,516,000

(3) 325,000 88,927,000

４

(1) 40,641,000

(2) 1,000 40,642,000 48,285,000

116,412,000

５

(1) 1,000 1,000

６

(1) 492,000

(2) 1,000 493,000 △ 492,000

115,920,000

0

0

115,920,000

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

営 業 外 費 用

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益

そ の 他 特 別 損 失

雑 支 出

経 常 利 益

営 業 外 収 益

そ の 他 特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金

雑 収 益

(27)



(28)

円 円 円 円

１ 　

(1)

イ 298,389,228

ロ 1,089,881,301

△ 459,282,385 630,598,916

ハ 17,873,176,549

△ 7,511,787,198 10,361,389,351

ニ 4,432,741,952

△ 1,977,009,674 2,455,732,278

ホ 65,625,710

△ 37,244,226 28,381,484

ヘ 113,743,060

△ 100,467,888 13,275,172

ト 7,036,134

△ 2,247,134 4,789,000

チ 230,870,729

14,023,426,158有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

工 具、 器具 及び 備品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

土 地

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

リ ー ス 資 産

令和５年度  鳥栖市水道事業予定貸借対照表  （前年度分）

(令和６年３月３１日)

資  産  の  部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物



(2)

イ 106,728,433

106,728,433

(3)

イ 200,000,000

ロ 2,000,000

202,000,000

14,332,154,591

２

(1) 1,683,803,518

(2) 130,060,902

△ 903,000 129,157,902

(3) 10,284,615

(4) 78,500,000

1,901,746,035

16,233,900,626

前 払 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

未 収 金 貸 倒 引 当 金

現 金 預 金

未 収 金

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

ダ ム 使 用 権

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 金

(29)



(30)

円 円 円 円

３

(1)

イ 4,947,883,057

4,947,883,057

(2) 3,561,323

(3)

イ 172,282,397

ロ 10,000,000

182,282,397

5,133,726,777

４

(1)

イ 238,642,988

238,642,988

(2) 1,239,487

(3) 61,465,636

(4)

イ 14,947,000

14,947,000

(5) 122,107,000

438,402,111

引 当 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債 合 計

企 業 債

賞 与 引 当 金

引 当 金

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

長 期 リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債

負  債  の  部



５

(1)

イ 219,117,349

△ 101,199,026 117,918,323

ロ 3,105,791,215

△ 1,916,304,500 1,189,486,715

ハ 238,922,027

△ 98,652,644 140,269,383

ニ 64,959,968

△ 30,011,304 34,948,664

1,482,623,085

1,482,623,085

7,054,751,973

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

工 事 負 担 金

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金 合 計

そ の 他 長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

他 会 計 負 担 金

長期前受金収益化累計額

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収 益

(31)



(32)

円 円 円 円

６ 8,371,784,453

７

(1)

イ 33,836,245

ロ 166,755,198

ハ 36,395,911

236,987,354

(2)

イ 254,456,846

ロ 200,000,000

ハ 115,920,000

570,376,846

807,364,200

9,179,148,653

16,233,900,626

剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

減 債 積 立 金

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資  本  の  部



注記

Ⅰ 重要な会計方針

 １ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 10～45年

構築物 16～58年

機械及び装置  5～58年

車両運搬具  5年

工具、器具及び備品  5～8年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ダム使用権 55年

(3) リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

 ２ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して

　いる。

(3) 未収金貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

(33)



(34)

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引

　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ173,184円である。

Ⅲ 予定貸借対照表関連

引当金の取崩し

　令和5年6月において、期末手当及び勤勉手当並びにこれらに伴う法定福利費20,763,964円を支給することとなったため、賞与引

当金15,131,000円を取り崩した。


